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一級建築士の登録・閲覧申請窓口が、都道府県から　建築士会に変わります。

31都県では、これまで一級建築士の登録申請窓口は　都県又はその出先機関でした。

新・建築士法が施行される20.11.28以降は建築士会が申請窓口となります。
　該当都県　青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島・群馬・千葉・東京・山梨・長野・
新潟・富山・福井・岐阜・静岡・滋賀・兵庫・奈良・和歌山・鳥取・島根・岡山・徳島・福岡・佐賀・長崎・熊本・大分・宮崎・沖縄
　　　　また、上記の県の中には申請窓口を集中させる県もございますので、詳細は日本建築士会連合会又は各都道府県の建築士会ホームページでご確認下さい。

なお、以下の16道府県においては、現在のまま建築士会での申請となります。
　　　　　　北海道・茨城・栃木・埼玉・神奈川・石川・愛知・三重・京都・大阪・
広島・山口・香川・愛媛・高知・鹿児島
一級建築士の「免許証」が「免許証明書」に、
また「顔写真入りの携帯型(カード)」に変わります。

新・建築士制度により、国が交付していた一級建築士免許証は、免許権限は国に残りながらも、登録事務は中央指定登録機関に移管され、中央指定登録機関が交付することになりますので、
「免許証明書」となります。その効力は建築士免許証と変わりはありません。
平成20年11月28日以降に　新規に建築士の登録をされる方(構造・設備設計一級建築士も含まれます)、事項変更及び再交付を申請される方には、顔写真入り携帯型(非接触ICカード)「免許証明書」が交付されます。

また、現在のA4サイズの免許証を、携帯型の「免許証明書」に切り替えを希望される建築士は、再交付(切り替え)手続きを住所地の建築士会に申請して下さい。(A4サイズの免許証と交換となります)
新・建築士制度により、設計又は工事監理の受託契約に関する重要事項説明の際、建築士免許証(A4サイズ)又は「免許証明書」(携帯型カード)を提示することが義務付けられました。
一級建築士登録関係の申請手数料が必要になります。
登録申請事務に対しては、手数料が必要となります。その額は以下の通り政令で定められました。
　　　一級建築士登録申請手数料　19,200円(税込み)
　　　　　〃　　再交付申請手数料　5,900円(税込み)
　　　構造・設備設計一級建築士登録申請手数料　14,300円(税込み)
　　　　　〃　　再交付申請手数料　5,900円(税込み)
　　※一級建築士新規登録申請の場合は、これまで通り　登録免許税(60,000円)は払い込む必要があります。
建築士名簿のデータベース化により　誰でも建築士の閲覧が可能となります。
■これまで　一級建築士は国土交通省、二級・木造建築士は47都道府県でそれぞれに登録、名簿管理されていました。そのデータを集約し「建築士・建築士事務所データベース」として、インターネット上で、建築士や建築士事務所の検索・閲覧ができるようになります。
中央指定登録機関である日本建築士会連合会及び申請窓口である都道府県建築士会でも閲覧ができますが、インターネット上で閲覧できる項目は同じです。
また、近々に建築士自身も現在の登録状況をインターネット上で確認し、ウェブ上で「住所等の届出」ができるようになります。

参考：
□国は構造計算偽装事件を教訓にして、建築基準法、建築士法の改正を進める傍ら、建築士、建築士事務所及び指定確認検査機関等に対する指導監督や情報開示の徹底、違反建築物対策や既存建築物に係る各種施策の推進等、建築行政の的確化、迅速化を図るため、建築行政共用データベースシステムを構築することにしました。

□建築行政共用データベースシステムは、以下のサブシステムで構成されています。

＊建築士・建築士事務所登録閲覧システム
　　　　　＊台帳・帳簿登録閲覧システム

　　　　　＊通知・報告配信システム

　　　　　＊建築基準法令データベース

　　　　　＊道路情報登録閲覧システム　
構造設計一級建築士・設備設計一級建築士　講習考査を修了された方へ

講習考査を修了されましても　その登録申請は新・建築士法施行日以降ですので、平成20年11月28日以降に、住所地の建築士会に申請にお出で下さい。構造・設備設計一級建築士証が交付されます。申請時ご用意頂くものは、(申請用紙等は11月初め頃配布、ホームページアップ予定)

1申請書
2顔写真

3申請手数料振込票(ゆうちょ銀行振込み14,300円税込み)

4一級建築士免許証コピー

5考査修了証

6本人であることが確認できる運転免許証等
注意：講習考査修了より1年以内に登録申請を行って下さい。一年を越えますと再度、講習考査を修了することが必要となります。
　　　構造・設備設計一級建築士証の交付を受けますと、3年に一度の構造・設備設計一級建築士定期講習の受講が義務となります。
　　　構造・設備設計一級建築士証を返納した場合、3年に一度の構造・設備設計一級建築士定期講習の受講義務はなくなります。

一級建築士免許証明書(携帯型カード)に切り替えを申請される建築士へ
任意で携帯型免許証明書に切り替えを申請される場合は、その申請は平成20年11月28日以降となります。申請窓口は住所地の建築士会です。
その折、ご用意頂くものは、　(申請用紙等は11月初め頃配布、ホームページアップ予定)

1再交付申請書(切り替え)

2電算入力用紙

3顔写真

4申請手数料振込票(ゆうちょ銀行振込み5,900円税込み)

5一級建築士免許証(A4版)
6住所等の届出はがき
7本人であることが確認できる運転免許証等

